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設立趣意書            
 

 
 
 ２１世紀を目前に控えた今、国際化や高度情報化の急速な進展がもたらす社会・経済構造の変化が進む

一方で、環境問題や資源エネルギー問題の顕在化など、わが国は大きな変動の時を迎えている。 

 今日の環境問題は、身近な生活環境から地球温暖化など地球的規模の問題にまでわたり、その多くは都

市生活型の公害や地球温暖化にみられるように、日常生活や事業活動に伴って生じた環境への負荷の増大

に起因している。これらの環境問題の解決を目指すとともに、豊かな自然環境を将来の世代に継承してい

くためには、これまでの大量生産・消費、廃棄型の社会経済システムや生活様式を変革し、環境への負荷

の少ない持続的発展が可能な社会を構築しなければならない。 

 環境をめぐる諸問題は、従来の学問が対象とする領域を超える複合的な問題として現れており、人と社

会と自然との関係を広い視野から多角的・総合的に理解し、環境と調和した新しい社会経済システムの構

築に創造的に取り組む人材の育成が求められている。 
 鳥取県は、多様で美しい自然環境や優れた生活環境に恵まれている。本県は、環日本海諸国との環境問

題に関する交流・協力に積極的に取り組むとともに、平成９年には環境基本条例を制定し、環境を保全し、

より快適な環境を創造し、将来世代に引き継いでいくことを謳うなど、豊かな自然環境を保全するため県

として積極的に取り組んでいる。 
 しかしながら、鳥取県が次代においても自然環境や優れた生活環境を保ち、豊かさと活力に溢れる県勢

の持続的発展を期すためには、これらの施策のみならず、地域の問題から地球的規模の環境問題の解決に

創造的に取り組むことのできる資質を備えた専門人材の育成が必要である。 
 鳥取県と鳥取市は、これらの時代と地域の要請に応え、環境問題について人と社会と自然との共生の理

念を基本に取り組み、解決できる人材の育成と創造的な学術研究を目指し、国内はもとより国際社会で活

躍する人材を養成する大学の設立を志すものである。 
 本学は、高等教育機関充実への県民の期待を背景に、公的な支援による高い教育研究条件を備えるとと

もに、自主・自立体制を構築することにより、私学の柔軟性や即応性を活かした大学運営を図るため、鳥

取県、鳥取市の連携によって新たな学校法人を設立する｢公設民営方式｣とすることとし、民間の協力を得

ながら設立するものである。 
 

（学校法人鳥取環境大学寄附行為認可申請書より） 
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基本理念                
 

 
 
 鳥取環境大学は、｢人と社会と自然との共生｣の実現に貢献する 

 有為な人材の育成と創造的な学術研究を行うことを大学の基本理念とする。 

 

 

 

目的                        
 

 
 
１．教育 

  ①教育を最重要課題として、自律的行動のできる健全な社会人を育てる。 
  ②環境についての基礎基本とともに、各専門領域の知識や問題解決法などを身につけた人材を育成す

る。 
 
２．研究 

①人と社会と自然との共生の実現のための研究に取り組む。 
  ②各領域の専門性を活かしつつ、環境問題解決のために総合的に研究を推進する。 
 
３．大学の在り方 
  ①グローバルな視点や意識をもちつつ、地域に根ざざ
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沿革                  

開学前          
   

１９９５年（平成 ７年）  鳥取商工会議所等から、「東部地区へ公立大学を設置」についての要望

が鳥取県及び鳥取市へ提出される 
  １９９７年（平成 ９年）  鳥取県と鳥取市が、有識者からなる「大学設立準備委員会」を設立し 

公設民営方式による新大学の設置について検討を始める 
  １９９８年（平成１０年）  「新大学基本計画」を県議会、市議会が了承 
                   具体的な教育内容の検討と教員確保に着手 
    １９９９年（平成１１年）   文部省の許可を受けて、鳥取環境大学設立準備財団が設立される 
                   文部省へ学校法人鳥取環境大学寄附行為と大学設置の認可申請 
                   環境に配慮した様々な工夫を凝らしながら大学施設を建設工事 
  ２０００年（平成１２年）  文部省からの認可を受け、平成１３年４月の開学が決定 
 

開学後          
   

２００１年（平成１３年）  鳥取環境大学開学［環境情報学部（環境政策学科・環境デザイン学科・ 
情報システム学科）］ 

  ２００５年（平成１７年）   大学院開設［環境情報学研究科 環境情報学専攻（修士課程）（社会環

境学領域・環境デザイン領域・情報システム領域）］ 
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平成１９年度事業報告書（目次）  
１．事業の内容                                   
 
  （１） 教育研究                     ・・・・ｐ． ５ 

（２） 学生生活                     ・・・・ｐ．１０ 
（３） 大学広報と入学試験                ・・・・ｐ．１７ 
（４） 就職等進路支援                  ・・・・ｐ．２３ 
（５） 第三者評価                    ・・・・ｐ．３１ 
（６） 教職員教育                    ・・・・ｐ．３２ 
（７） 学外交流                     ・・・・ｐ．３２ 
（８） 環境関連活動                   ・・・・ｐ．３７ 
（９） 情報システム関連                 ・・・・ｐ．４０ 
（10） 新学科の設置準備                 ・・・・ｐ．４１ 
（11）  法人運営管理                   ・・・・ｐ．４２ 

 
２．法人の概要                                    
 
  （１） 学校学部・学科等                 ・・・・ｐ．４４ 
  （２） 入学定員、学生数の状況              ・・・・ｐ．４４ 

（３） 教職員・役員の概要                ・・・・ｐ．４４ 
 
３．財務の概要                                    
 
  （１） 経年比較                     ・・・・ｐ．４５ 
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１ 事業の内容 

（１）教育研究 

  ア 学部卒業生 

環境情報学部 人 数 

環 境政 策学 科 １８７名 

環境デザイン学科 ５４名 

情報システム学科 ４１名 

合  計 ２８２名 

  

イ 環境政策学科 

     社会科学と自然科学、二つの視点から総合的に環境政策や社会システムの立案ができる人材を

育成 

   

（ 学科の特徴 ） 

   ・ 法学や経済学、経営学といった社会科学的アプローチを重視する。 

   ・ 環境問題の発生基盤となる社会の構造や企業の役割を理解することに努める。 

   ・ 環境問題が発生するメカニズムを自然科学的見地からも考察する。 

   ・ 行政や企業などのフィールドで、総合的な視点から環境保全対策を立案することのできる能力

を備えた人材を育てることを目指す。  

   ・ 学生が夢中になり、楽しく学べる学科づくりを目指す。 

   

ウ 環境デザイン学科 

     家具から建築、街並み、都市計画まで、環境と調和するデザインを創造することのできる人材

を育成 

 

  （ 学科の特徴 ） 

   ・ 環境に優しい生活の在り方を総合的に探求する。 

   ・ 環境デザインの演習・講義・実験を通じて「安全・健康・快適で耐久性のある美しい生活空間」

を実現するためのデザインと技術を学ぶ。 

   ・ 地球の環境について視野を拡げ、自然と人間の未来を豊かな目で見つめ、将来の生活環境に貢

献できる人材を育成する。 
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  エ 情報システム学科 

     理工系と人文社会系の知識をバランス良く有し、循環型の社会経済システムやライフスタイル

のための高度な情報システムを構築することができる人材、及び、急速に進展するコンピュータ

技術に対応できる素養を持ち、コンピュータシステムを、それが利用される環境で最適に運用す

るための思考法と方法論を持った人材を育成 

 

  （ 学科の特徴 ） 

   ・ 教育中心・重視の大学として、学生に高い付加価値をつけて送り出すことを第一の役割とする。

ただし、手取り足取り教えるのではなく、学生に「各人が自らを育てる責任」があることを伝

え、自ら学ぶ力とそのための基礎的知識、習慣、スキルを身につけてもらう。 

   ・ 豊かな人間性と感受性を持って、人生をいきいきと生きる人物に育つよう、全人的教育を行う。 

    （健全な社会人、国際的に活躍できる人材を育成するには、単に知育だけでなく、全人的教育が

求められる。） 

   ・ 情報システムの世界は技術の進展も早く、また、関連領域も広いので、自分で学ぶことと併せ

て、多くの他分野の専門家とも協力して仕事ができることが大事であり、コミュニケーション

能力を重視する。 
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  オ 人間形成教育センター 

     幅広い教養教育・基礎教育である「人間形成科目」を開講して、専門教育への橋渡しを行う。 

   

（ 人間形成科目とは ） 

      世界で通用するコミュニケーション能力を効果的に身につける「外国語科目」、コンピュータの

基礎から応用までを体系的に学ぶ「情報処理科目」、豊かな人間性を育むために幅広く学問の基礎

を学ぶ「総合教育科目」、これら三つの科目群で構成され、知識の習得に留まることなく、多角的

な視野を育てる。 

 

   （ 特色ある外国語教育 ） 

    ・ 実践的なコミュニケーション能力を養成することを目的とする「インテンシブ・イングリッシュ

（１～８）」を開講。 

 

  （ 主な特徴 ） 

   ・ １年次には全学科必修、１回９０分・週３回の集中プログラム 

   ・ 文法・語彙・リーディング、作文・発表、理論的思考と議論の３領域について基礎的項目を修

得 

   ・ 講義は原則として英語で行われ、リスニングの技能は全てのコースで養成される 

   ・ 海外英語実習 

      今年度も、本学が交流協定を締結している、ニュージーランドのユニテック工科大学に２／

２０（火）～３／１１（日）まで学生６名を派遣（内田准教授引率）。混合クラスにつき色々な

国の学生と積極果敢に交流。ホームステイ先とも懇親を深めた。うち１名は、英語クラス分け

テストの結果、上級（Advanced）クラスに配属。 

    ・  英語以外の外国語科目は、中国語・コリア語の２言語に関する授業科目を開講した。 

    

カ プロジェクト研究 ＊３学科共通 

      社会人となってから役立つ実践的なコミュニケーション能力、プレゼンテーション能力、企画・

実行力を養うことを目的とする「プロジェクト研究（１～７）」を開講した。 

 

    （ 主な特徴 ） 

   ・ １年次と２年次前期（プロジェクト研究１～３）には、学科の枠を超えた学生５～６名でチー

ムを編成して、環境問題や企業・地域社会が抱える問題等を題材としてグループ研究を行う中

で、情報収集・調査分析方法、討論の仕方、レポートのまとめ方、プレゼンテーション技法等、

大学での勉学に必要な基本的姿勢・スキルを身につけ、２年次後期から４年次（同４～７）に

は学科別にチームを構成し、それまで培ってきた知識・経験を活かして、専門的かつ実践的な

研究活動を行う。 
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  キ 大学院修了生 

環境情報学研究科 人 数 

社会環境学領域 ５名 

環境デザイン領域 ７名 

情報システム領域 ２名 

合  計 １４名 

   ＊ 大学院第２期修了生 

  

（ 環境情報学研究科の特徴 ） 

   ・ １専攻「環境情報学専攻」３領域「社会環境学領域」「環境デザイン領域」「情報システム領域」 

で構成し、各分野の先端的な学術研究を推進し、「環境学」の高度な専門性と幅広い視野・見識 

を持つ人材を育成する。 

   

ク 外国人研究生の受入 

     本学が交流協定を締結しているパリ・ベルヴィル建築大学の大学院生（博士課程）１名を研究

生として受入。研究題目：鳥取を中心とする地域における日本の伝統的建築技術の変遷と現状 

    研究期間：１１／３（火）～平成２０年３／２９（土） 

 

ケ 学外研究費による研究 
民間企業等との共同研究・受託研究及び補助金研究（鳥取県環境学術研究費、科学研究費補助

金等）を実施。（共同研究、受託研究の( )内は１９年度契約ベース） 
今後も引き続き、学外の公募型研究事業の案内や産学連携事業の推進等により新規案件導入の

促進を図るとともに、導入時には迅速な対応を行い、十分な研究期間を確保しつつ実施する。 
 

［ 受託研究(３件、２，６６２千円) ］  

区分 タイトル 企業名等 金額（千円） 

住宅用塩ビサイディングの景観性能に関する調査研究第2期 ＊1 塩ビ工業・環境協会 0 

アーシングの研究と分科会業務の遂行 三井住友海上火災保険（株） 500 

民間

企業

等 貯水池背水端の河床材料の舞上がりに関する研究 中部電力（株） 662 

鳥取市における地域資源を活かした産業育成の可能性調査 鳥取市 500 地方

公共

団体

等 

鳥取砂丘を核とする｢もてなし｣の市民連携に関する考察と提言 〃 1，000 

＊１ 平成１８年度から継続中、平成１９年度受入額０円 
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ウ 科目等履修生及び聴講生の受入 

     一般の方に修学の場を提供した。 

     前期：聴講生 ３名（うち新規２名、継続１名） 

     後期：聴講生 １名（うち新規０名、継続１名） 

  

  エ 教育懇談会及び進路相談会の開催 

     平成１７年度以降入学者の保護者を対象に、学業成績、学生生活及び就職活動状況について教 

職員と懇談する教育懇談会を、下記３会場で開催。 

 進路相談会は、従来、就職活動に遅れの見られる学生を念頭に置いて４年次の５月連休明けに

開催しているが、採用活動の早期化が著しいこともあり、保護者からも早い時期での開催希望が

寄せられていることに鑑み、次年度は、例年１１月頃に開催している教育懇談会の時期に、３年

次生については進路相談に重点を置き、実施することとする。 
 

     １１／ ３（土）大阪会場 参加保護者数１４名（うち個別面談数１０名） 

     １１／１７（土）本学会場 参加保護者数６１名（うち個別面談数４４名） 

     １１／２５（日）米子会場 参加保護者数２６名（うち個別面談数１９名） 

 

   ・ 最終年次の学生（平成１６年度以前入学者）の保護者を対象に、就職活動状況等につき進路相

談会を開催。 

     ５／１２（土）本学会場 参加保護者数４３組（うち個別面談数３９組） 

   

オ 聴覚障害者に対する学習支援 

   次年度は、対象者が専門科目を受講する学年になり、また、学科も全学科にわたることとなる。

一方、熟練者の卒業もあるため、その辺りも考慮し、パソコン要約筆記ボランティアの養成を積

極的に行わなければならない。加えて、手指の機能ほかに障害のある学生の入学が予想されるた

め、その対応についても検討している。 
 

   ・ パソコン要約筆記者の養成並びに授業支援 

     要約筆記ボランティア養成講座：４／２１（土）１０：００～１６：００並びに９／３０（日）

１０：００～１６：００ 

     要約筆記ボランティア登録者数：１３名で、前期１９科目（うち集中２）後期１９科目（うち

集中１）に対応。 

   ・ 手話講座の開催：１１／２２（木）～平成２０年１／２４（木）、隔週木曜日１８:３０より全

５回開催。 
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カ 奨学金支給、授業料減免 

     成績が優秀であるにもかかわらず経済的な理由で修学が困難な学生を対象に、奨学金制度及び

授業料減免制度に基づき奨学金を支給もしくは貸与及び授業料減免等の措置を講じた。 

 

  ［ 鳥取市鳥取環境大学奨学金、日本学生支援機構奨学金、地方公共団体等その他の奨学金 ］ 

    

（ 鳥取市鳥取環境大学奨学金（給付型） ） 

      鳥取市の予算縮減により今年度採用枠は６０名程度に。又、対象は、鳥取市の住民票に記載

された者のみ。 

対 象 給付額 採用実績 

社会環境学領域 ５０万円／年 ２名（各学年１名） 

環境デザイン領域 ５０万円／年 ２名（各学年１名） 大学院 

情報システム領域 ５０万円／年 ２名（各学年１名） 

環境政策学科 ５０万円／年 ３２名（各学年６名～１０名） 

環境デザイン学科 ６０万円／年 １１名（各学年２名～３名） 学 部 

情報システム学科 ６０万円／年 １０名（各学年２名～３名） 

合 計 － － ５９名 

   ＊ この制度は平成１９年度限りで終了。平成２０年度以降は別の学生支援制度（入学・就職奨励金）を導入 

   ＊ 奨学金交付式及び市長又は副市長と奨学生との懇談会（７月６日、１２月３日） 
 
  （ 日本学生支援機構奨学金（貸与型） ） 

対 象 人 数 採用実績 

大学院 １８名 ５８．１％ ＊ 

学 部 ３８９名 ３９．５％ ＊ 

   ＊ 採用実績は本学学生総数に対しての割合 

     
（ 地方公共団体等その他の奨学金 ） 

学部 ３６名 
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  ［ 授業料減免 ］ 

（ 半額免除 ） 

     学期ごとに授業料減免 

対象 金 額 前 期 後 期 合 計 

大学院 ５０万円 ２名 ６名 ８名 

環 境 政 策 学 科 ３２．５万円 １６名 ２５名 ４１名 

環境デザイン学科 ４０万円 ６名 ８名 １４名 

情報システム学科 ４０万円 ４名 ６名 １０名 

合  計 － ２８名 ４５名 ７３名 

   ＊ 平成２０年度から、鳥取県内出身の学生を対象に、県立高校の授業料減免制度に準じた所得基準を適用する授業

料等（授業料・実験実習費・施設費）半額免除制度を新設することを決定。併せて、県外出身の学生についても、

半額免除の対象金額を、授業料と実験実習費・施設費との合計金額とすることに決定。 

    

（ 特待生 ） 

     一般入試Ａ方式及びセンター試験利用入試前期の成績優秀者で特待生として選考され入学した 

者 

学 年 環境政策学科 環境デザイン学科 情報システム学科 合計（学年ごと） 

４年 １名 １名 ０名 ２名 

３年 ３名 ０名 ０名 ３名 

２年 ２名 １名 ２名 ５名 

１年 ３名 ２名 ２名 ７名 

合計（学科ごと） ９名 ４名 ４名 １７名 

   ＊ 優遇措置として鳥取市鳥取環境大学奨学金と学費（授業料・実験実習費、施設費）の一部免除との併用により、

学費を全額免除 

   ＊ 鳥取市鳥取環境大学奨学金の制度変更により、鳥取市の住民票に記載されていない学生（３名）については市の

奨学金が交付されないため、本学が学費を全学免除。 

   ＊ 平成２０年度以降については、本学が特待生全員の学費の全学を負担する。 
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キ 学生生活相談 

   メンタル面に問題を抱えた学生が多くなっていることもあり、チューターとして学生に関わる

教員からも、メンタルケアの心構え、スキルについて専門家の話が聞きたいとの要望が寄せられ

ている。次年度早期にＦＤの一環として教職員向け研修会を実施する。また、学生だけでなく、

保護者が学生の実状をどのように認識し、理解しているのかということについて問題のある事例

もあり、保護者についても理解を求める努力をする必要のある場合がある。 

 

   ・ 保健室における学生相談（随時実施）                           

相談件数：延べ７９１件／年 

   ・ 校医［メンタルヘルス、スポーツ、一般内科］による健康相談（毎月実施）  

相談件数：延べ ３０件／年 

相談内容 件数 全体の割合 

カウンセリング ３２３件 ３９．３％ 

健診結果通知（就職活動関連） １２６件 １５．３％ 

呼吸器系疾患（風邪等） ７３件 ８．９％ 

頭痛 ３１件 ３．８％ 

合 計 ５５３件 ６７．３％ 

   

ク 学生フォロー制度の実施 

     新入生を対象に、３学科共通の必修科目の出欠状況をチェックし、欠席回数の多い学生につい

てチュータ（各学科の担任教員）もしくは職員が面談を通じて欠席原因を把握し、問題点を早期

に解決して有意義な学生生活が送れるよう支援することを目的として、平成１８年度から実施。

問題が解決されない場合には引き続き支援を継続。 

     この制度によって抽出されなかった学生、或いは、２年生以上であっても、問題を抱えた学生

については、教職員（保健師を含む）が連携し、必要とあれば保護者も交えて、問題解決を支援。 

   

ケ 麻疹発症確認時の措置 

     麻疹流行に対処、麻疹発症者が確認された際の全学休業措置等を決め、周知した（５／２５（金）） 

   

コ 大学公認クラブ（部・同好会） 

組 織 体育系 文化系 合 計（組織ごと） 備考 

部 活 １３ １４ ２７ 構成員 １０名以上 

同好会 １５ １９ ３４ 構成員 ５名以上 

合 計（系統ごと） ２８ ３３ ６１ － 
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  サ 学生表彰 

  ［ 学生年度表彰 ］ 

    課外活動、社会活動、大学活性化等、１年間を通じて顕著な成績を残した団体・個人を表彰 

    表 彰 式：平成２０年１／２２（火） 

    課外活動 文化部門：２名 

社 会 活 動 部 門：２団体 

アクティビティ部門：４名と５団体 

   

［ 卒業生表彰 ］ 

４年間の学業成績が各学科トップの者及び課外活動、社会活動、活性化等での功績が顕著な者を

表彰 

表 彰 式：平成２０年３／２０（木）（学位授与式において） 

    成 績 優 秀 者：各学科１名 

課外活動 文化部門：２名 

社 会 活 動 部 門：１名 

アクティビティ部門：５名 

 

シ BDFスクールバス 

    運 行 期 間：４／５（木）～平成２０年２／１（金）（長期休暇運休） 

運 行 区 間：本学～JR津ノ井駅～JR鳥取駅 往復 

    運 行 便 数：１日６便 

    乗降者数（延べ数）：１９，９２０人 

    １日平均乗降者数：１１６人 

    年間ＢＤＦ使用料：１，７５０ℓ（スクールバスのみ） 

    臨時利用制度利用回数：７回（オープンキャンパス、環謝祭等） 

    そ の 他：時刻改正２回実施（７／２５（金）、１２／１０（月）） 

     

 スクールバス利用者を対象にアンケート調査を行った結果、利用者実数は約５０人
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・ 第７回「環謝祭 ～輝き～」の実施 

      １０／６（土）～７（日）屋台等でのリターナブル食器の使用が定着。卒業生（同窓会）多

数参加。 

    

・ 百万人のキャンドルナイト in TUES ２００７ 

      ６／２２（金）、１２／２１（金）電燈を消して蝋燭（廃食油製もあり）の燈に身を委ねる。 

 

・ 第４回環大コンペ表彰式（鳥取環境大学を支援する会 主催） 

      １１／２７（火） 大学生活向上或いは地域社会に貢献する優れた企画を実施する団体個人 

に賞金授与。 

      １位：SAKYU自由楽園７月デイキャンプ 

２位：とうふちくわケーキ 

３位：エコえん寺子屋 他 

 

   ・ スポーツ大会２００７（クラブ会主催）の実施 

      １１／２４（土）参加者数延べ１５０名 バドミントン、キックベース、籠球、排球、ドッ 

ヂボール 

    

・ 産直市の定期開催（中山間地域応援隊MAB流通班） 

      ６／９（土）より毎月第２土曜日の午前１０時～午後６時、城下町とっとり交流館「高砂屋」 

駐車場にて。 

    

・ 同窓会Re;TUES関西支部の発足 

      ６／９（土）鳥取県大阪事務所交流室にて、学長始め本学教職員並びに関西地区の鳥取環境

大を応援する企業の役員、鳥取県及び県内各市の大阪事務所長等来賓に激励されながら、現地

並びに鳥取から馳せ参じた会員約４０名がRe;TUES関西支部設立総会を開催。鳥取市長からの

メッセージは環大出身の市職員が伝達。 

 

   ・ 学友会執行部と本学執行部との意見交換会 
      ７／３（火）、１１／２７（火）、平成２０年２／８（金）の３回にわたり、学友会執行部と

本学執行部との意見交換会を開催。学友会からの要請に応えて今年度から実施したものであり、

主に、学生の大学への要望を聞き、その対応を迅速に行うことによって、双方の信頼関係構築

となっている。 
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（３）大学広報と入学試験 

 【 大学広報 】 

  ア 第４回環境論文募集と発表会の実施 

地球環境問題について高校生の意識を高めることを目的として、第４回環境論文の募集を行った。

今回のテーマは「環境問題～世界・日本・私たちのくらし」で、全国２２都道府県４５校から過去

最高の１,３５２作品の応募があり、１０／７（日）に発表会及び表彰式を開催した。 

表彰式終了後、第２部として学生組織である学友会からの活動報告があり、その後、映画「不都

合な真実」が上映された。 

応募総数及び県内からの応募数は増加したが、応募都道府県数及び高校数が減少した。今後はさ

らなる応募数及び応募都道府県数・高校数増のため、新聞広告の活用、高校訪問時の案内等広報に

力を入れる。また発表会当日の参加者も１４０名と少なかったため、県内高校への参加依頼による

動員を図るとともに、第２部の内容を見直す。 

 

［ 応募数の推移 ］ 

区 分 第１回（H16） 第２回（H17） 第３回(H18) 第４回（H19） 

応募総数 554 850 1,088 1,352 

（県内応募数） （23） （4） （87） （318） 

応募都道府県 28 25 25 22 

高校数 48 54 55 45 

 

［ 表彰者 ］ 

（ 個人の部 ） 

賞名 論文タイトル 氏名 高校名 学年 

環境大賞 綾瀬川での取り組み 石倉 卓也 東京都立農芸高等学校 3 

鳥取県知事賞 

地球環境を改善したい！！ 

－豆腐製造の新技術 おから溶解処

理方法の発見－ 

園田 加菜美 長崎県立島原農業高等学校 2 

鳥取市長賞 
私の身近な水環境を 

より豊かなものに 
赤松 優子 神戸学院大学附属高等学校 1 

新日本海新聞社賞 犯人 西尾 昌希子 鳥取県立鳥取東高等学校 2 

＊上記の他、佳作３件 
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（ 団体の部 
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  カ 高校訪問の実施 

県内外の高校に本学の内容を周知するため、延べ７４１校を訪問し本学の説明と本学への出願の

依頼を行った。今年度より、鳥取県西部地区に新に高校担当参与を配置し、島根県、岡山県、広島

県を含めたきめ細かい訪問を実施した。また、県・市の協力を得て、本学を含めた３者での県内高

校を中心とした訪問も実施した。加えて、鳥取県大阪事務所・名古屋事務所・東京事務所の協力に

より、関西・中部・関東地区の高校訪問も実施した。 

在学生による母校訪問も展開した。約２０人の学生が夏期休暇期間に母校を訪問し、大学生活の

報告や大学の説明を行った。 

今年度は志願者数の減少を止められなかったが、更に効果的な訪問時期の検討、訪問資料の改善、

訪問先の検討・拡大を行い、精力的に高校訪問を実施する。 

 

キ 高校内説明会の実施 

県内の高校教員、生徒、保護者に対し、本学の内容をより深く知ってもらうために、高校に出向

き、２９校、４２８名に対し説明を行った。できるだけ訪問高校の出身者を同行し、学生生活や勉

強などについて語ってもらった。高校生は先輩の話に耳を傾け、同行することによる効果が認めら

れた。 

 

ク 進学相談会への参加 

本学主催の相談会も含め、全国各地で行われる進学相談会に出展し、本学に興味を持つ来場者（高

校生、高校教員、保護者）に本学の魅力をアピールした。 

会場数は２２会場、本学訪問者は７５名であったが、訪問者がない場合もあり、今後は場所や日

程について検討する。 

 

ケ その他 

・ 県内校長会での本学ＰＲ 

・ 企業懇談会の中で行われたプロジェクト研究発表に県内高校教員を招待 

 

【 平成２０年度広報計画 】   

入学者が入学定員の半数を割り、切迫した状況になっている。大学広報をいかに効果的に実行し、

志願者を増やし、入学者に繋ぐことが大きな課題である。 

広報については、投資効果測定が難しい施策も多くあるが、高校別・エリア別の志願者目標数値を

明確にし、効果的と考えられる対策を着実に実行していく。 

特に、新学科開設、既設学科の充実等の教育面及び授業料等減免制度、奨学制度、就職支援等の学

生生活面を高校訪問等で十分説明・アピールしていく。また大学ＨＰの刷新、大学案内等の広報資料

や、受験情報誌、Ｗｅｂ、新聞広告などなどの広報媒体を効果的に活用して大学広報を積極的に展開

していく。 
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【 入学試験 】 

コ 学部入試 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  

   ［ 志願者 ］  

（ 学科別志願者 ） 

総志願者数は２９８名で昨年に比べ６３名減少し、対前年比は△１７.５％であった。特に環境

デザイン学科は２８名減少し、対前年比△４４.４％と大きく下回った。情報システム学科は１

１名の減で△１５.９％、環境政策学科は２４名減（対前年比△１０.５％）であった。 

 

（ 鳥取県内志願者 ）    

前年に比べ２７名減少した（△１５.６％）。特に西部地区は１９名減と（△５７.６％）大幅に

減少し。また、特定の高校からの志願者の増減が目立った。   

  

（ 鳥取県外志願者 ）    

昨年に比べ３６名（△１９.１％）減少した。特に岡山県の１４名減（△５８.３％）など、山

陽地域の減少が目立つ結果となった。 

なお、例年２０名以上の志願者がある島根県は２名増加し２９名を確保できたのは好材料で

あった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

志願者 合格者 入学者 
区分 学科 

募集 

定員 本年度 前年度 比 率 本年度 前年度 比 率 本年度 前年度 比 率 

環境政策 166 205 229 △10.5% 187 192 △2.6% 96 103 △6.8%

環境ﾃﾞｻﾞｲﾝ 79 35 63 △44.4% 31 57 △45.6% 19 38 △52.6%

情報ｼｽﾃﾑ 79 58 69 △15.9% 39 60 △35.0% 26 44 △40.9%
合計 

計 324 298 361 △17.5% 257 309 △16.8% 141 185 △23.8%

環境政策 2 2 2 0.0% 2 2 0.0% 2 1 200%

環境ﾃﾞｻﾞｲﾝ 2 0 2 △100% 0 2 △100.0% 0 2 0.0%

情報ｼｽﾃﾑ 2 1 0 － 1 0 － 1 0 －

編入学 

(１・２期) 

計 6 3 4 △25.0% 3 4 △25.0% 3 3 0.0%

＊ 社会人、帰国生徒、留学生は前年、本年とも志願者はいない。 
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（ 入試区分別志願者 ） 

     ＡＯ入試や指定校推薦入試の志願者の減少が、公募推薦や一般入試Ａ方式より大きい。 

特に、ＡＯⅠ入試で対前年比△３８.９％、指定校推薦入試では△３３.３％と大幅に減少し、

進学先を早くから決定する入試を敬遠する傾向がある。なお、指定校推薦やＡＯ入試で７割以上

を占める県内の志願者減が大きく影響している。 

     

 

 

 

 

 

［ 入学者 ］ 

（ 学科別入学者 ）    

総入学者数は１４１名で昨年に比べ４４名減少、対前年比△２３.８％であった。入学定員（３

２４名）充足率は４３.５％であり、内訳は環境政策学科５７.８％、環境デザイン学科２４.１％、

情報システム学科３２.９％と３学科とも低かった。 

 

（ 入学手続率 ）    

合格者の入学手続率は、一般入試Ａ方式の一次手続率が４３.９％と前年の６０.１％から大き

く下がり、二次手続率（入学率）も前年の４２.５%に比べ３１.８%と１０ポイント下がった。合

格しても入学しない傾向が強まっており、これは３学科とも同様である。 

 

（ 鳥取県内入学者 ）    

県内では特定の高校からの入学者が減少した。しかし、鳥取工業高校（入学者１７名）や鳥取

城北高校（入学者１３名）は前年を上回る入学者であった。 

 

（ 鳥取県外入学者 ） 

全国平均して減少しているが、特に関西・中四国エリアが減少した。志願者も減少したが、合

格しても入学しない傾向がある。都市圏でみられる自宅通学志向が、広島や岡山などにも及んで

いる。なお、島根県は志願が２名増え、入学者も前年比べ４名増の１３名が入学した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＡＯⅠ 指定校推薦 公募推薦 一般入試Ａ 

志願者数 22名 38名 34名 87名 

前年志願者 36名 57名 36名 96名 

差引き △14名 △19名 △2名 △9名 

比率 △38.9% △33.3% △5.6% △9.4% 
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サ 大学院入学試験の実施 

志願者 合格者 入学者 
区分 領域 

募集 

定員 本年度 前年度 比 率 本年度 前年度 比 率 本年度 前年度 比 率 

社会環境学領域 10 3 3 100.0% 3 3 100.0% 3 3 100.0%

環境ﾃﾞｻﾞｲﾝ領域 5 3 4 △25.0% 3 4 △25.0% 2 4 △50.0%

情報ｼｽﾃﾑ領域 5 2 6 △66.7% 2 6 △66.7% 2 6 △66.7%
合計 

計 20 8 13 △38.5% 8 13 △38.5% 7 13 △46.2%

  

［ 入試結果 ］ 

志願者は前年度に比べ、５名減少し、志願者も全員本学の学部生であった。 

 

［ 今後の対策 ］ 

大学院案内・ポスターを作製し、学科と関連のある大学に配布し、大学院を積極的に広報する。 
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（４）就職等進路支援 
ア 就職結果 

  ［ 進路分布 ］ 

内定者
231

その他
20

進学・留学
16

活動継続
15

２００７年度卒業生の進路

卒業者２８２名

 

 
［ 学科・領域別就職内定結果 ］

男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計

卒業者(A) 145 42 187 36 18 54 30 11 41 211 71 282
就職希望者(B) 129 36 165 29 15 44 27 10 37 185 61 246
進学・留学 6 4 10 3 3 2 1 3 11 5 16
その他※ 10 2 12 4 3 7 1 1 15 5 20

内定者（C） 118 35 153 28 14 42 27 9 36 173 58 231

内定率(C/B） 91.5% 97.2% 92.7% 96.6% 93.3% 95.5% 100.0% 90.0% 97.3% 93.5% 95.1% 93.9%

就職率（C/A） 81.4% 83.3% 81.8% 77.8% 77.8% 77.8% 90.0% 81.8% 87.8% 82.0% 81.7% 81.9%

*　公務員浪人、ｱﾙﾊﾞｲﾄ継続､家事手伝い　等

男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計

修了者(A) 5 0 5 4 2 6 2 0 2 11 2 13
就職希望者(B) 5 0 5 4 2 6 2 0 2 11 2 13
進学・その他 0 0 0 0 0 0

内定者(C) 4 4 4 2 6 2 2 10 2 12

内定率(C/B） 80.0% 0.0% 80.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 0.0% 100.0% 90.9% 100.0% 92.3%

就職率（C/A） 80.0% 0.0% 80.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 0.0% 100.0% 90.9% 100.0% 92.3%

環境政策学科 環境デザイン学科 情報システム学科 全学

社会環境学領域 環境デザイン領域 情報システム領域 院合計
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平成１９年度学部卒業生の就職内定率は９３．９％となり、前年より０．６ポイント低下した。

厚生労働省統計ではまだ発表されていないが、２月１日時点で昨年を１ポイント上回っている状

況から推測すると全国の大学卒業者就職内定率は９７％程度（前年９６．３％）になると思われ、

その差は大きい。 
     本学の場合、７月末頃までは前年を大きく上回るペースで内定者が出ていたが、秋口から鈍化

し年末にはほぼ前年並みで推移した。早くから複数の内定をとる者と、なかなかとれない者との

二極化がみられ、全国とも同様の傾向となった。 
     ２０年度も同様の傾向が予想されるので、特に就職課と未接触の学生への電話連絡等を例年よ

り早目に実施し、早期の積極的な活動を促すとともに、履歴書添削・面接練習等スキルアップの

指導を強化する。 
     また来年度以降も入学者数の減少に伴い、できるだけ低学年からガイダンスや講義を通じ「働

くことの意義」「自らの将来」について意識させ、就活年次にはスムースに就職活動に入れるよう

にしたい。 
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[ 主な内定先 ] 

業種 企業名 

農業   

建設業 

進和建設工業､大和ﾊｳｽ工業(3)､ｴｽﾊﾞｲｴﾙｶﾊ ﾔ゙､東北ﾐｻﾜﾎｰﾑ､協和ｴｸｼｵ､松下電工ﾎ ﾑーｴﾝｼ゙ ﾆｱﾘﾝｸﾞ､大倉建設､寿ﾎー ﾑｽ ､゙積

水ﾊｳｽ,ﾐｻﾜﾎー ﾑ東海、ﾚｵﾊ ﾚ゚ｽ 21､文化財保存計画協会､日本住宅ﾊﾟﾈﾙ工業(3)､徳永建鉄､村井住宅設備､NEC ﾈｯﾂｴｽｱｲ､

川本､明徳ｾﾒﾝﾄ 

製造業 

ﾏﾙｷﾝ､日本圧着端子製造､武蔵野(3)､大和冷機工業(3)､ｵー ｸﾗ輸送機､ｷー ｺｰﾋｰ､ﾍﾞﾈｯｸｽ､寿製菓､遠藤照明、守谷刃物研究

所、丸住製紙､鳥取三洋電機､田中電機工業､ﾏﾙﾁ､ｵﾀﾌｸｿ ｽー､水谷ﾍ ｲ゚ﾝﾄ､ｴﾌﾋﾟｺ,ｱｲｶ工業､ｼｬｰﾌ゚ ､住友金属鉱山､正光(3)､

戎屋化学工業､広島化成､岡田水産､三共理化学､丸神商事､島根ﾅｶﾊﾞﾔｼ､西山ｽﾃﾝﾚｽｹﾐｶﾙ､鳥取ｽﾀｰ電機､ｸﾞﾘﾝﾘｰﾌ､田島

ﾙｰﾌｨﾝｸﾞ､小寺豆腐､ｱｲｴﾑ電子､ｱﾄ ﾋ゙ﾞｼ ｮ゙ﾝ､日新､千代むすび酒造､ﾊﾄ印刷 

情報通信業 

富士通ｴﾌｻｽ､ｱｸｼｽ(2)､ｱﾙｺﾞ 21､富士通中国ｼｽﾃﾑｽﾞ(2)､ｴﾑｱﾝﾄﾞｼｰｼｽﾃﾑ(3)､ｼｰｼｰｴｽ､ｼﾞｪｲﾜﾝ､CSI､ﾈｯﾄｼｽﾃﾑ､ｱｲｽﾀｰ､日本

ﾃﾞｰﾀｽｷﾙ(2)､ｿﾌﾄｳｪｱ興行､ｺﾒｯﾄ情報（2）､新日本海新聞社､ｺﾝﾋ゚ ｭｰﾀｻー ﾋ゙ ｽ､ﾊｲﾃｸｼｽﾃﾑ､匠､､大阪ｴﾇﾃﾞｰｴｽ､日立情報ｼｽﾃﾑ

ｽﾞ 

運輸業 日本通運､西日本旅客鉄道(7)､ﾔﾏﾄ運輸(2)､ｶﾘﾂー ､郵便事業 

卸売・小売業 

ｶﾞﾘﾊﾞｰｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ､高山産業､鳥取ﾄﾖﾀ自動車､ﾏﾙｲ､ﾘｯｸｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ､ﾏﾙﾅｶ､大塚家具､未来環境､ｾﾘｱ(2)､福寿園、日興商

会、ｺﾒﾘ(3)､ｾﾝﾄﾗﾙﾌﾙー ﾂ､ﾄﾖﾀｶﾛー ﾗ鳥取､平喜､ﾎﾝﾀ ｶ゙ｰｽ゙ 鳥取(2)､合田商事､ｲｵﾝ､ｳｪﾙﾈｽ湖北､ﾒｶ゙ ﾈの田中ﾁｪｰﾝ､ﾈｯﾂﾄﾖﾀ山陰

(2)､ｶｲﾝｽﾞ､ﾊﾞﾙｺｽ､山陰ｽﾊ゙ ﾙ､ﾕﾅｲﾃｯﾄﾞﾍ ｼ゙ﾞｰｽ゙ ､ﾎﾞ ｸーｽ､ｽｷﾞ薬局､平林金属､ﾜｯﾂ中四国､ﾒｶﾞﾈﾄｯﾌﾟ､東宝企業､ﾅｶｻ゙ ﾜ､お墓

の善定山､大黒天物産､JA いなば燃料ｾﾝﾀｰ､ｲﾌｲ､中日本ﾌ ﾄーﾞ､鳥取ﾀ ｲ゙ﾊﾂ販売､はるやま商事､千年王国､ｻ ﾄーﾞｳｴｲﾌﾞｴｸｽ

ﾁｪﾝｼ ､゙山陽石油 

金融・保険業 
大山日の丸証券､山陰合同銀行(2)、中国銀行、但馬信用金庫､かんぽ生命保険､鳥取信用金庫､米子信用金庫､伊予銀

行､明治安田生命､鳥取銀行､ｶﾄﾞﾔ證券､香川県信用組合､損保ｼﾞｬﾊﾟﾝ､ﾆｭｰﾄﾝﾌｧｲﾅﾝｼｬﾙｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸ ､゙ｱｲｱｲｴｰ 

不動産業 三菱地所藤和ｺﾐｭﾆﾃｨ､共立ﾒﾝﾃﾅﾝｽ､ﾆｯｼｮｰ 

飲食店・宿泊業 ﾎﾃﾙｾﾝﾄﾊﾟﾚｽ倉吉､おいしい約束､ﾃ゙ ﾆｰｽ゙ ｼﾞｬﾊﾟﾝ､天恵興業､直島文化村 

医療・福祉 協同の花､ｱｰｽｻﾎﾟｰﾄ､鳥取医療生活共同組合、鳥取赤十字病院 

教育・学習支援業 TAC､東播工業高校､矢谷学園 

複合ｻー ﾋﾞｽ業 
生活協同組合ひろしま､鳥取中央農業協同組合(3)、鳥取いなば農業協同組合(7)、鳥取西部農業協同組合、あかし

農業協同組合､丸合(2) 

サービス業 

ﾊﾟｿﾅ､ﾏﾙﾊﾝ､ｱﾄﾞｳｴｲｽ ､゙ｼﾞｮｲﾅｽ､ﾀﾞｲﾌｨﾙ､大和ﾘー ｽ､郵便局､ｾｺﾑ､朝日ﾋﾞﾙﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｻー ﾋﾞｽ､ｵｰﾀ､丸山自動車､ｻﾆｸﾘー ﾝ岡山、大

栄環境(2)､平安閣ｸ ﾙ゙ｰﾌ ､゚ﾒｲﾃｯｸ､CLEA STYLE､ﾒﾉｶﾞｲｱ(2)､ｱﾙﾄﾅ ､ーｱｲﾏー ｸ環境､山陰車輌整備(2)､産業編集ｾﾝﾀｰ､TLC ｸﾞ

ﾙｰﾌﾟ､ｱﾙﾃｸﾅ､ﾄｯﾌﾟﾂｱー ､ｻ ｲ゙ﾏｯｸｽﾋﾞﾙﾏﾈｼ ﾒ゙ﾝﾄ､ｼﾞｪｯﾄｼｽﾃﾑ､ﾀ ｲ゙ｺｰﾃｸﾉ､ﾗﾝﾄ ｴ゙ｺ､丸三 

設計事務所 池下設計 

公務 
鳥取県警(3)､宝塚市消防本部、福井市役所、鳥取県東部広域行政管理組合､松江市役所､防衛省､島根県中山間地域

研究ｾﾝﾀｰ 

内定先（大学院）： くらｺｰﾎ ﾚ゚ｰｼｮﾝ、愛媛銀行､ﾐﾀﾆ建設工業､NTT ｱﾄ ﾊ゙ﾞﾝｽﾃｸﾉﾛｼﾞー ､奈良県庁、ﾌﾟﾗﾈｯﾄﾜ ｸーｽ、水谷ﾍﾟｲﾝﾄ､白兎設計事務所､

都志ﾃ゙ ｻﾞｲﾝ､鳥取いなば農業協同組合､DogsPow､ｴﾑｱﾝﾄﾞｼー ｼｽﾃﾑ 

進学先：鳥取環境、横浜国立、広島、島根 
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[ 就職先業種別グラフ ] 

 
 

[ 就職先地域別グラフ ] 
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飲食宿泊
2.2%

北海道
0.0%
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[ 鳥取県内出身者の県内就職状況 ] 

項目 環境政策 環境ﾃﾞｻﾞｲﾝ 情報ｼｽﾃﾑ 合計 比率 3期生 2期生

県内出身者⇒県内就職 41 6 11 58 58.0% 57.0% 57.5%
県内出身者⇒県外就職 17 11 14 42 42.0% 43.0% 42.5%

内定者数　小計 58 17 25 100
未内定者数 6 0 1 7
　小　　計 64 17 26 107

県内出身者の就職内定率 90.6% 100.0% 96.2% 93.5% 93.4% 93.8%

県外出身者⇒県内就職 2 4 0 6 4.6% 11.5% 12.0%
県外出身者⇒県外就職 93 21 11 125 95.4% 88.5% 88.0%

内定者数　小計 95 25 11 131
未内定者数 6 2 0 8

　小　　計 101 27 11 139  

   県内外出身者別は最終的に同程度となったものの、１月末時点では県内出身者の内定率が県外よ

りも１０ポイント程度低く、苦戦を強いられた。 
    県内就職希望者に県内企業をより知ってもらうため、早い時期（５月、６月）に県内企業紹介ガ

イダンスを実施し受験を促すとともに、１９年度より設置した県内企業開拓担当参与の情報をもと

に個別に企業を紹介するなど県内就職に注力したが、最終的には県内就職者は全体の２５％（前年

３０％）にとどまった。 
    ２０年度はさらに就職先企業の拡大を図るため、従業員２０名以上の県内企業約１０００社に求

人依頼を送付しており、従来ハローワーク中心に求人を行っていた中小企業にも大学へ目を向けて

頂くきっかけとしたい。 
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[ 進路支援スケジュール ] 

年月日 曜日 タイトル 対 象 内   容 

2007年      

４月 ３日 火 キャリアデザイン講座 ２年生 ２年生のキャリアデザイン 働くことの意義 

〃 火 キャリアデザイン講座 ３年生 ３年生のキャリアデザイン 就職活動に向けて 

   ５日 木 就職ガイダンス4年－１ ４年生 就職活動の中間チェック 

   ６日 金 キャリアデザイン講座 １年生 キャリアデザインに向けての大学での過ごし方 

  １２日 木 適性診断事前説明会 ３年生 キャリアデザイン（仕事に関わる人生設計）と適性診断 

  １９日 木 学内合同企業説明会 ４年生 県内企業を中心とする合同企業説明会 

  ２６日 木 インターンシップ説明会 ３年生 インターンシップの意義、企業の探し方、希望登録書の書き方 

５月 ２日 水 県内企業紹介ガイダンス ４年生 県内の求人企業を紹介 

  １０日 木 適性診断試験 ３年生 適職診断テスト受検 

  １２日 土 保護者進路相談会 ４年生 ４年生の保護者向け相談会 

  ３１日 木 大学院ガイダンス ３年生 鳥取環境大学大学院の説明、大学院受験方法及び大学院での研究生活内容 

６月 ７日 木 就職実践講座① ３年生、M1 自己分析、自己PR（外部講師） 

１４日 木 適性診断事後解説会 ３年生 適職診断テスト結果を利用した自己発見の方法 

２１日 木 就職ガイダンス３年－Ⅰ ３年生、M1 就活の流れ、企業が採用したい人、予備登録（就活ｶﾞｲﾄﾞ､予備登録票配布）

２９日 金 県内企業紹

✀

 

９

業

紹 

 

 ９

   

 

 

９℀ 県内企業紹✀
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[ 進路支援施策 ] 

（  就職ガイダンス等の開催 ） 
対象 内容 回数 

３年 
就職セミナー（１回）若者仕事ぷらざ主催 

就職実践講座（３回）外部講師 
１９回 

２年 前期：キャリアデザイン 後期：公務員の業務紹介 ２回（前期、後期） 

１年 前期：進路ガイダンス 後期：働くということ ２回（前期、後期） 

 
（ 企業紹介 ） 

対象 内容 開催日 

４年 県内企業紹介ガイダンス（県内の募集中企業を紹介） ６／２９ 

３年 関西企業紹介ガイダンス（関西地区担当職員の開拓企業を紹介） １２／１３ 

 
（ 学内合同企業説明会の開催 ） 

回数 参加企業団体数 参加人数 開催日 

１回 ４４社 １５６名 平成１９ ２／１３ 

２回 ３０社 ４９名 平成１９ ３／１３ 

３回 ２１社 ４８名 平成１９ ４／１７ 

 
（ 面接練習の実施 ） 

回 数 内容 参加人数 開催日 

１回目 
集団面接の練習  

主催：リクルート 
３０名（３年） １０／１３～１４ 

２回目 
グループディスカッションと集団面接 

主催：若者仕事ぷらざ 
８０名 １２／２０ 

３回目 
個人面接練習 

就職課スタッフと各業者担当者で実施 
３０名 平成２０年 ２／８ 

 
（ インターンシップの派遣 ） 

     派遣時期：８月～９月の２週間 
     派遣先数：２９団体（３６団体）  
     派遣学生数：４４名 （５１名）  
     ＊ カッコ内は前年度 
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（ 企業懇談会の開催 ） 
会 場 参加企業等 前年度参加企業 開催日 

東 京 １５企業１団体 ２６企業 １０／１２ 

岡 山 １８企業 ２１企業１団体 １０／１９ 

大 阪 ３０企業６団体 ３４企業４団体 １１／２ 

米 子 １６企業１団体 － １１／９ 

   ＊ カッコ内は前年、米子は初開催 

 
（ 業界・企業研究 ） 

業界研究会  
      １１月、１２月の４日間で、計１２社の人事担当者を招聘して実施。 

県内金融機関受験対策講座 
      １０月、１１月に銀行、生保、証券各社から人事及び実務担当者を招聘して実施。 

県内企業見学バスツアー 
    ８／６（月）～７（火）の２日間、製造業中心に見学。    

 
（ 個別面談 ） 

     １０／３（水）から１１月２０日まで予約制で実施、１１２名と面談。その後は予約な 
しで適宜実施。 

 
（ ECO検定 ） 

回 数 
受験者数 

（全国） 

合格者数 

（全国） 

合格率 

（全国） 

受験者数

（本学） 

合格者数

（本学） 

合格率 

（本学） 
開催日 

第２回 ９，８１７名 ５，０５９名 ５１．５％ ７０名 ２２名 ３１．４％ ７／１５ 

第３回 １３，６９１名 １１，４６１名 ８３．７％ ４２名 ３８名 ９０．５％ １２／１６ 

 
（ その他就職・進路支援策 ） 

     就職支援チャーターバスの運行 
平成２０年 ２／ ７（木） 日興フェアー、就職博  参加１３名  
平成２０年 ２／２１（木） 日経ナビ就職FORAM  参加１９名 

 
（ 借上宿舎の提供（学生負担１泊２，０００円 ２月中旬～６月中旬） ）  

     東京２室 大阪２室 
       利用状況：東京 ４６泊（７２） 関西 ９５泊（７８） 
         ＊ カッコ内は前年度 
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（ 資格取得支援制度 ） 
     学生の自己啓発推進とキャリア形成及びより有利な就職活動の展開を目指し、資格取得支援制

度を創設した。 
   ・ 制度の概要 
     大学が指定する資格試験に合格した場合受験料の半額を補助する。 
 
   ・ 利用実績 
     資格試験数   １８種類 
     申請者数    １６２名（うちECO検定 １１４名） 
     合格者数     ７３名（うちECO検定  ６０名） 
     補助額     １８３，１００円 
 

（ 同窓会との共催でOB・OGによる「行列のできる就職相談会」開催 ） 

     参加者 相談員（OB・OG ２０名） 学生 ４５名 

 

（５）第三者評価 

平成１３年に「鳥取環境大学自己点検・評価実施要領」及び「鳥取環境大学自己点検・評価専門

委員会規程」を制定して以来、自己点検・評価活動を行い、平成１９年度は同規程に基づく自己点

検委員会を９回開催するとともに、自己評価報告書を完成させた。また、今年度は、（財）日本高等

教育評価機構（以下「評価機構」）による大学機関別認証評価を受け、平成２０年３月１９日付けで

「日本高等教育評価機構が定める大学評価基準を満たしている」との認定を受けた。次回の審査・

認定は７年後。 

来年度以降は、同報告書に基づき、改善・向上方策（将来計画）の実施と評価機構指摘事項の改

善に取組む。改善に当たっては、「自己点検・第三者評価 改善・向上策実施データ」を作成すると

ともに、自己点検委員会を適時開催し進捗管理等を行う。 

 

自己点検委員会【全９回】（４／１３（金）、５／７（月）、６／２０（水）、７／９（月）、９／２

５（火）、１０／３（水）、１１／１３（火）、平成２０年１／１６（水）、

平成２０年２／１４（木）） 

① 評価機構実地調査（１１／１９（月）～２０（火）） 

② 評価機構による「調査報告書案」に対する意見申し立て（平成２０年１／２３（水）） 

③ 評価機構による「評価報告書案」に対する意見申し立て（平成２０年２／１４（木））         

④ 評価機構による認定を受ける（平成２０年３／１９（水）） 

⑤ 評価結果の公表（評価機構ホームページ）（平成２０年３／２４（月）） 

⑥ 自己評価報告書の印刷・配付（平成２０年３月末） 
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（６）教職員教育 

    ア ファカルティ・ディベロップメント（ＦＤ）の実施 

回 数 テーマ 開催日 

１回 わが大学の人間形成教育をどのように考えるのか ４／１８ 

２回 講義のハウツウ 〃 

３回 本学をとりまく諸課題 ５／１７ 

４回 FDの進め方について 平成２０年 ３／５ 

 

  イ スタッフ・ディベロップメント（ＳＤ）の実施 

回 数 テーマ 開催日 

１回 本学をとりまく諸課題 ５／１７ 

２回 学生確保対策について ７／４ 

 

（７）学外交流 

  ア 高校との交流・連携 

   ・ 県立高等学校との交流連携を図るため、教職員の相互派遣による授業を実施。 

      派遣：６校 延べ１６名 

      受入：１科目（建築の数学基礎）１名 

 

   ・ 高等学校への環境・情報教育推進を目的に、鳥取情報ハイウェイ等の高速情報網を活用した「遠

隔授業」を実施。 

      校 数：１校（米子工業高校）  

回 数：１回（受講者：コンピュータテクノロジー科３年生３２名） 

      講義テーマ：コンピュータで認識するとは？ 
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[ 国際交流事業 ] 

    海外の大学との研究交流 

提携状況 国名 大学名 締結・協定日 

ニュージーランド ユニテック工科大学 平成１２年１１月 

フランス パリ－ベルビル建築大学 平成１４年８月 

デンマーク オーフス建築大学 平成１５年９月 

ロシア ロシア極東国立総合大学 平成１５年１０月 

締結完了 

韓国 清州大学校 ＊ 平成１９年８月 

中国 吉林大学 平成１４年８月 
事前協定 

韓国 江原大学校 平成１４年８月 

   ＊ 同大理工大学と平成１４年２月から平成１９年２月の間、協定関係にあったが、平成１９年８月、大学校全体と

の拡大締結 

   

 [ その他 ] 

「大学コンソーシアム山陰」国際交流に関する大学間交流会(平成２０年１／２１（月）) 

北東アジア地域大学教授協議会への参画（１０／３０（火）参加機関として署名） 

 

     本年度は、清州大学校全体との拡大締結が実現し、学生の相互交流事業も実施した。また、北

東アジア地域大学教授教授会に発足と同時に参画するなど、新たな国際連携、協力の基礎を築い

た。今後は、これらに基づく交流を発展的に継続していくため、各方面との関係強化に努める。 
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ウ 学生の海外派遣及び留学生との交流 

[ 大韓民国江原道春川市の翰林（ハルリム）大学校学生との交流 ] 

開 催 日：７／１１（水） 

参加人数：本学学生１６名 

   

[ 大韓民国忠清北道清州市の清州（チョンヂュ）大学校との学生相互派遣事業 ] 

  双方の学生は、事業そのものについては積極的もしくは肯定的評価をしている。しかし、初め

ての試みということもあり、イベントを盛り込みすぎ、学生が余り望んではいないものを組み込

んでいたりした。日本語・韓国語・英語とジェスチャーを駆使してのコミュニケーションという

ことになるが、日常会話だけではなく、学問的内容についても相手先の理解を得る必要があるた

め、一般の通訳ボランティアの外国語能力（語彙或いは内容理解力）ではカバーしきれない部分

もある。双方の学生からアンケートもとり、来年度はその結果も踏まえ、できるだけ満足度の高

い事業に練り上げて行く。 

開催日 参加人数 内容 

８／７～１０ 
清州大学校学生 １０名 

本学の派遣学生  ９名 

無国籍茶道部、しゃんしゃん愛好会等の学生と交流。鳥取市企画調

整課、韓国語通訳市民ボランティア等の支援を受けた 

８／２７～３０ 
本学学生  ８名 

（環境政策学科 西村准教授が引率） 

本学学生８名を清州大学校に派遣。大学寄宿舎に宿泊して、韓国語

講座受講、民族楽器演奏、韓国料理体験、博物館見学等を通じ先方

学生と交流。＊ 

   ＊ 国内での移動、滞在、教育プログラム実施に関わる費用は受入側大学が負担。往復航空運賃学生負担。 

８／２３（木）付けで本学と清州大学校との交流協定書締結。（清州大学校理工大学との協定は２月に期間満了） 

 

エ 研究交流活動 

[ 出展事業 ] 

展示会へ出展し、本学の研究成果等を広くアピール。 

特に県外のイベントでは接触者数も増加しており、効率的なＰＲが可能と考える。今後も各イベ

ントの趣旨、開催規模、来場者層等及び出展条件等を勘案しつつ出展を行う。 

イベント名 開催日 開催場所 

産学官連携フェスティバル２００７ １０／２４ 鳥取市 

とっとり発地域ブランドフェア２００７ １１／２～４ 鳥取市 

第１３回とっとり産業技術フェア － 鳥取市 

エコプロダクツ２００７ １２／１３～１５ 東京江東区 

NIKKOフェア（日興商会ビジネスフェア） 
平成２０年 

２／７～８ 
兵庫県尼崎市 
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[ 産官学連携推進事業 ] 

鳥取市若葉台地区に所在する県産業振興機構、発明協会県支部、県産業技術センター、企業数社

により構成される「四季の会」等をメンバーとする「わかばだい連携倶楽部」ほか、連携推進のた

めの会議・会合に本学教職員等が参加。 

平成２０年度も引き続き上記会合には参加していく。県内他団体、企業等との交流・連携により

本学の存在はある程度認知されているが、さらに産官学の連携を推進し、本学の認知度の向上に努

める。 

事業名 開催日 開催場所 

中国地域産学官コラボレーション会議 
６／７～８ 

平成２０年 ２／２７、３／５ 
松江市 ほか 

鳥取県産学金官連携企画推進会議 ４／１９ 鳥取市 

産学官連携推進会議 ６／１６～１７ 京都市 

公設試験研究所機関所属長会議 
６／１３、９／１９ 

平成２０年 ３／２９ 
鳥取市 

支援する会幹事会 平成２０年 １／２１ 鳥取市 

支援する会総会 ７／１０ 鳥取市 

わかばだい連携倶楽部 平成２０年 １／１８ 鳥取市 

四季の会 ７／１３、１０／３０ 鳥取市 

産学官連携サミット １１／２６ 東京都港区 

高等教育機関と鳥取県との打合せ １２／２５ 鳥取市 

鳥取県知的財産活用促進関係者会議 平成２０年 １／２６ 鳥取市 

鳥取市、鳥取商工会議所との産学官連携懇談会 平成２０年 ２／２２ 鳥取市 

ほんまちクラブ 
５／１８、７／１７ 

平成２０年 １／１５、３／６ 
鳥取市 

中部元気クラブ 
４／１７、７／２６、１０／１

５、平成２０年 １／３０ 
倉吉市 

米子６：００クラブ 
４／２７、６／２２、８／２４ 

平成２０年 １／１８ 
米子市 
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（８）環境関連活動 

  ア ISO事業  

［ 外部審査（サーベイランス）関係 ］ 
      平成２０年度の期限中に指摘を受けた軽微な観察事項への是正を行う。また、平成２０年度は

更新審査にあたるため、ＩＳＯ―ＷＧ等を早めに開催し準備するなど、早期の対応を行う。 

 
審 査 機 関 名：株式会社日本環境認証機構 

審 査 日：平成２０年 ２／４（月）～５（火） 

審 査 結 果：総合評価は「向上」。軽微な観察事項４点。 

 

［ 内部監査関係 ］ 

   平成２０年度に指摘事項への是正を行う。また、減少傾向の学生内部監査員の確保に努める。 

 

   内部監査員養成：９／２５（火）～２６（水）、２８（金）、１０／１（月）～２（火） 

  内部監査実施期間：１１／５（月）～１６（金） 

内部監査責任者：十倉教授 

内部監査員（教職員１３名、学生２４名）１３チーム編成し、１６部署を監査。 

   理事長への中間報告及び最終報告：１２／１８（火）、平成２０年 ３／３１（月） 

 

［ 人材育成関係 ］ 

エ コ 検 定 試 験：第２・３回合算 受験者１１２名 合格者６０名。 

学生へのＩＳＯレクチャー実施：４／５（木）～７（土）、９／２７（木）（ＩＳＯテスト実施、

環境実践活動及び社会貢献活動調査含む） 

学 生 表 彰 制 度：学生ＩＳＯ委員会の活動、内部監査アシスタント２名及び卒業 
生表彰で１名が受賞 

鳥取県版環境管理システム（TEAS）への学生参加 ：延べ９名 
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イ 校内環境負荷軽減活動 

ＣＯ2削減、ゴミ分別、ゴミの再資源化、コピー用紙の有効活用、通勤・通学時自動車燃費軽

減の自主的取組、講義棟・学生研究室の空調温度管理、電気製品・パソコンの帰宅時コンセント

はずし、昼食時の消灯等 

取組み内容 備 考 

CO2削減学長プロジェクト継続 － 

BDF使用スクールバスの運行 TUESスクールバス、ラルゴ 

学内売店でのグリーン商品の陳列 １２０品 

事務用品・パソコン等のグリーン製品購入 － 

ISO14001カードの配Ꮩ
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  エ 地域社会貢献活動（環境関連） 

活動内容 備 考 

鳥取砂丘清掃 ４／１５ 実施 

公開講座 ２０回 実施 会場：鳥取、米子 

地球温暖化を考えるアースデイの集い 

～映画｢不都合な真実｣を観る～ 
４／２２ 実施 参加者６６２名 

JT（日本タバコ）との若桜街道清掃 ４／２９ 実施  

鳥取県環境推進企業協議会への参加 ５／１０ 実施 

鳥取砂丘除草ボランティア ８／１７ 実施 

竹林フォーラム １０／２ 実施 参加者９０名 

全国高校生環境論文 １０／７ 実施 

FM山陰との賀露海岸清掃 １０／２８ 実施 

市街地清掃（若葉台、津ノ井） １１／１８ 実施  

エコプロダクツでの学生ISO委員会の環境

活動出展 
１２／１３～１５ 実施 

循環型まちづくりシンポジウム 
１２／２２ 実施 鷲見教授 

｢地球環境問題とヒトという動物｣古澤学長の特別講演も同時開催 

NIKKOフェア 平成２０年 ２／７～８ 実施 

出前講義 延べ２５回 実施 

遠隔教育 １回 

審議会委員、講演活動等 ２００件以上 

研究室開放及び研究展示 オープンキャンパス・環謝祭で 実施 延べ３６件 

環境関連地域社会貢献活動 

（津ノ井駅周辺清掃等） 
学友会サークルによる活動 ３６件 

天ぷら廃食油精製｢BDF｣の鳥取市１００円

バスへの供給 
－ 

TEAS審査機関認定及びTEAS審査業務実施 － 
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オ TEAS事業 

［ 鳥取県版環境管理システム（ＴＥＡＳ）審査機関認定 ］ 

１１／５（月）に県より認定。 

 

［ ＴＥＡＳ審査業務実績 ］ 

      審査時期が年度末に集中しており、本年度は審査日程の調整が難しい面もあった。平成２０

年度は特に米子と倉吉での新規の外部審査員を確保することにより、中部地区と西部地区での

審査体制を整え、審査の効率化に務める。また、外部審査員研修を行い、さらなる審査員の質

の向上に務めると共に、新規件数の確保に努める。 

 

Ⅰ種審査 １件 

      Ⅱ種審査 １５件（内高校９校、職業訓練校１校、体育施設他５施設） 

              （高校等への学生参加数延べ９名：オブザーバー１名含む） 

 

（９）情報システム関連 

ア 情報システムの整備 

実 施 内 容 実 績 

資料整備（学部経常経費、大学院経常経費、教材費、研究費及び寄贈受付け分） 
図書：９７０冊 

視聴覚資料：６７点 

図書館開館日数 ２４９日 

来館者（学生・教職員・学外者を含む延べ人数） ７６，１３２人 

貸出冊数（学生・教職員・学外者を含む図書貸出し延べ冊数） ７，７６８冊 

視聴覚貸出数（学生・教職員・学外者を含む資料貸出し延べ点数。館内外を含む。） ６３７点 

パソコン等情報機器貸出し件数                  ５５１件 

文献複写依頼件数 １１１件 

学生用パソコンの修理受付 ３７３回 

パソコンヘルプデスク受付件数 １，１０５件 

 

[ 図書システムの更新 ] 

   旧図書館システムの保守期限満了への対応として、新システムへの更新を実施。納入業者は 

公募により提案を募り、提案のあった３社から学内選考を経て、富士通株式会社を選定した。 

（平成２０年１月より本稼動） 

 

[ 全学サーバシステムの更新 ] 

旧全学サーバシステムの保守期限満了への対応として、新システムへの更新を実施。納入 

業者は公募によって募り、提案のあった６社から学内選考を経て、西日本電信電話株式会社 

を選定した。(平成２０年４月より本稼動) 
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[ 事務支援システムの更新 ] 

事務支援システムの保守期限満了への対応として、新システムへの更新の準備を実施中。 

納入業者は公募によって募り、提案のあった７社から学内選考を経て、日商エレクトロニク 

ス株式会社を選定し、同社と導入に向けての作業を実施中。（平成２０年７月の本運用を予

定） 

 

[ ネットワーク環境の保守 ] 

学内２，０００余箇所に設置している情報コンセントの点検及び補修を実施。（平成２０ 

年１０月） 

 

イ 情報メディアセンターの運営 
[ 他図書館との連携 ] 

利用者へのサービス向上を目的とした、各種協議会に参加。 
   鳥取地区図書館事務者協議会（２回）、鳥取県大学図書館協議会（１回）、中四国大学図書館協 

議会（総会と研究集会への参加。計２回） 
 

[ 利用者サービス向上への取り組み ] 

・ 定期試験前１週間及び定期試験期間中の、閉館時刻の変更。（通常の１９時閉

閉
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（11）法人運営管理 

ア 理事会の開催 
区  分 開催時期 議 案 等 

第３１回 ５／２３ 

平成１８年度事業報告及び収支決算、理事の選任、評議員

の選任、資金運用管理規程の制定、平成１９年度資金運用計

画、業務運営理事会の先決事項の承認、学校法人鳥取環境大

学の中期教育・経営指針 等 
第３２回 ７／２７ 自己評価報告書の価 ３ 

の

告

告 育

・価報価報 
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ウ 業務運営理事会の開催 

日常的な管理運営事項等を審議するために、業務運営理事会を計８回開催し、次に掲 掲

計計
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２ 法人の概要 
（１）学校学部・学科等 

設置学校名 学部・研究科・課程名 学科・専攻・附属施設等名 
環境情報学研究科 環境情報学専攻 

鳥取環境大学 
環境情報学部 

環境政策学科 
環境デザイン学科 
情報システム学科 

（２）入学定員、学生数の状況 
 
 
 
 
 
 

大学院 領域名 入学定員 収容定員 学位又は称号 

社会環境学領域 １０ ２０ 

環境デザイン領域 ５ １０ 環境情報学研究科 
情報システム領域   ５ １０ 

修士（環境情報学） 

計 ２０ ４０  

（３）教職員・役員の概要（平成２０年４月１日現在） 
  ア 役 員 

理事長 副理事長 常務理事 理 事 理事計 監 事 
１ １ １ ７ １０ ２ 

   
イ 教 員 

学   長 副 学 長 研 究 科 長 
１ １ １ 

 

環境情報学部 教 授 准教授 講 師 助教 助 手 計 

環境政策学科 ８ ７ ０ ０ ０ １５ 

環境デザイン学科 ７研究科長含む ３ ０ １ ０ １１ 

情報システム学科 ８ ３ ０ １ ０ １２ 

人間形成教育センター ０ １ １ ０ ０ ２ 

計 ２３ １４ １ ２ ０ ４０ 

＊ 環境デザイン学科には特任教授1人を含む 

＊ 環境情報学研究科の兼任教員３４人を含む 
   

ウ 事務局職員 
事務局長 次 長 総務課 企画交流課 入試広報課 学務課 就職課 図書情報課 合 計 

１ １ ８（１） ５ ５ ７（２） ２（２） ５（２） ３４（７） 
＊ （ ）は嘱託職員で別数 
＊ 東京・大阪駐在、高校訪問担当等の参与は含まず 

学部名 学科名 学部定員 編入学定員 収容定員 学位又は称号 

環境政策学科 １６６ ２ ６６８ 学士（環境政策学） 

環境デザイン学科 ７９ ２ ３２０ 学士（環境デザイン学） 
環境情報学

部 
情報システム学科 ７９ ２ ３２０ 学士（情報システム学） 

計 ３２４ ６ １，３０８ － 
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３ 財務の概要 
（１）経年比較 
【消費収支】                                 （金額単位：百万円（端数四捨五入）、< >内は前年対比：%） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

科   目 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 

学生生徒等納付金 659 1,053 <159.8> 1,389 <131.9> 1,673 <120.4> 1,525 <91.2> 1,352 <88.6> 1,157 <85.6> 

地方公共団体補助金 1,849 1,070 < 57.9> 609 < 56.9> 221 < 36.3> 28 < 12.7> 24 < 85.7> 23 < 95.8> 

国庫補助金        173 < － >  159 <92.4> 164 <103.1> 

その他 79 82  67  60  82  33  98  

消費収入計（A） 2,587 2,041 < 78.9> 2,065 <101.2> 1,954 <94.6> 1,808 <92.5> 1,568 <86.7> 1,442 <92.0> 

人件費 701 774 <110.4> 800 <103.4> 799 <99.9> 765 <95.7> 786 <102.7> 765 <97.3> 

教育研究経費 665 799 <120.2> 829 <103.8> 821 <99.0> 689 <83.9> 587 <85.1> 579 <98.6> 

管理経費 279 296 <106.1> 323 <109.1> 282 <87.3> 300 <106.4> 264 <88.2> 223 <84.5> 

その他 0 3  5  3  1  3    

消費支出計（B） 1,645 1,872 <113.8> 1,957 <104.5> 1,905 <97.3> 1,755 <92.1> 1,640 <93.5> 1,567 <95.5> 

（A）-(B) 942 169 < 17.9> 108 < 63.9> 49 < 45.4> 53 < 108.2> △72 <－136.3> △125 <－173.6> 
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【貸借対照表】                  （金額単位：百万円）※建物等の有形固定資産が年々減少しているのは減価償却の為 

 
 
 
 
 

科   目 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 

土地 6,008 6,026 6,026 6,026 6,026 6,026 6,026 

建物 7,603 7,354 7,071 6,795 6,512 6,228 5,944 

教育研究用機器備品 682 584 471 355 231 184 146 

図書 194 239 247 259 263 266 270 

現預金・引当資産 1,877 2,551 2,988 3,521 3,869 4,152 4,315 

その他 164 136 128 109 84 61 57 

資産計① 16,528 16,890 16,931 17,065 16,985 16,917 16,758 

退職給与引当金② 12 22 35 47 43 42 44 

未払金③ 119 136 64 120 45 49 42 

前受金④ 355 293 268 248 192 160 111 

その他負債⑤ 10 20 7 7 5 4 8 

基本金⑥ 15,057 15,275 15,306 15,342 15,346 15,

��
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